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政策パッケージの議論を進めるにあたり、次の点について社会趨勢を踏まえた整理が必要。政策パッケージの議論を進めるにあたり、次の点について社会趨勢を踏まえた整理が必要。
•• どの政策ツールを適用すべきかどの政策ツールを適用すべきか
•• 政策ツールをどのように適用すべきか政策ツールをどのように適用すべきか

政策手段の選択と政策運営の方向性

政策目的・内容の検討

優先
テーマ

優先
テーマ

ユビキタスネット
社会で解決
すべき課題

ユビキタスネット
社会で解決
すべき課題

日本の社会・
行政に課される

優先課題

日本の社会・
行政に課される

優先課題

ユビキタスネット
社会の

ソリューション

ユビキタスネット
社会の

ソリューション

具体的な
要求事項

具体的な
要求事項１ ２ ３ ４ ５

政策パッケージの提示

２０１０年ユビキタスネット
社会の全体設計と
政策パッケージ

２０１０年ユビキタスネット
社会の全体設計と
政策パッケージ

６

政策手段の選択

①制度・ガイドライン
• 法制度
• ガイドライン／標準

②市場原理の活用
• 規制緩和
• 疑似市場化

③インセンティブ（ディスインセンティブ）
• 税制支援
• 財政支援

④非市場的供給
• 委託／アウトソーシング

⑤保険・緩衝
• 移行措置

政策運営の方向性

①一般的な政府の役割
• 市場の失敗の補正のための
規制・振興

＋
②構造改革的なアプローチ

• 硬直化した部分の制度を修正
• 市場原理活用領域の拡大を
通じた活性化

＋
③協調の戦略的活用

• 民・産・学・官の水平連携によ
り質的向上／効率改善

政策パッケージの基本
的な考え方として反映
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社会経済の趨勢の変化に応じ、政策の重点も変化。社会経済の趨勢の変化に応じ、政策の重点も変化。

政策の質的向上に向け、新たな政策哲学に基づき、さらなる政策手法の多様化が必要。政策の質的向上に向け、新たな政策哲学に基づき、さらなる政策手法の多様化が必要。

政策運営の方向性（どう実施すべきか）

③ 質の高い政策の柔軟な展開 （関係者間の協調を加味）

① 政府による市場経済の補正 （官の主体的な行動）

② 市場原理導入による活性化、規制緩和による硬直性の排除 （民の活力をプラス）

●景気対策による財政政策、金融政策等の出動 等

●従来からの施策に加え、構造改革として硬直化した制度等に手直しを行い、「官から民へ」、「国から地方へ」等のスローガンの下、規制
改革、地方自立・活性化等の施策を展開。

●IT政策としては、制度による規制、競争政策、振興政策、技術政策等を展開

●IT政策としては、ｅ－Ｊａｐａｎ戦略・ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱに基づき、競争力の向上、経済活性化を目指し、構造改革を１つの戦略思想に位置づけ
IT利活用重視戦略を展開。

●従来からの施策に加え、安心・安全、自由・ゆとりといった多様な価値に貢献する質の高い政策展開が必要

●政策の質的向上に向け、「民・産・学・官」のパートナーシップの創造によるノウハウや資源の共同利用が不可欠

●変化の早い分野であることから、硬直的な政策展開の弊害を回避すべき

（例）構造改革特区の創設、PFI等による公共サービスの民間開放、地域再生本部の設置、市町村合併 等

（例）公共投資、増減税、公定歩合の調整 等

（例）光ファイバの開放ルールの整備、電気通信格差是正事業、ITベンチャー支援、外郭団体等を通じた研究開発 等

（例）先導的取り組み７分野（医療・食・生活・中小企業金融・知・就労労働・行政サービス） 等

（例）ガイドラインの策定、利用者参加型の実証実験、協調的かつ競争促進的な標準化 等）

官 民

官 民

官 民



人材交流 （例） 学識者

様々な組織間の連携の強化・支援 （例） 公益法人、独立行政法人、NPO、地方自治体、地方局等の機能強化・育成様々な組織間の連携の強化・支援 （例） 公益法人、独立行政法人、NPO、地方自治体、地方局等の機能強化・育成

共同研究による政策理論の構築共同研究による政策理論の構築

組織連携強化（例） IT本部等

評価の枠組間の連携、

評価主体の多様化等 （例） 成果評価と予算評価の連携、評価システムへの第３者参加の拡大

評価の枠組間の連携、

評価主体の多様化等 （例） 成果評価と予算評価の連携、評価システムへの第３者参加の拡大

統計の戦略的な整備・活用 （例） 利用者統計の強化、埋もれた統計資源共有のルール化、大学・大学院との連携統計の戦略的な整備・活用 （例） 利用者統計の強化、埋もれた統計資源共有のルール化、大学・大学院との連携

利用者との政策対話の強化利用者との政策対話の強化

利用者参加による施策実施
（例） 利用者参加型実証実験、
利用者の参加による政策の質的向上

利用者参加による施策実施
（例） 利用者参加型実証実験、
利用者の参加による政策の質的向上

非制度的紛争処理の仕組みの活用等 （例） 公益法人、独立行政法人、NPO、業界団体等の機能強化非制度的紛争処理の仕組みの活用等 （例） 公益法人、独立行政法人、NPO、業界団体等の機能強化 規制の連携 （例） 規制機関間

人材の多様化 （例） 官民の人材流動化、インターンシップ、高齢者の採用人材の多様化 （例） 官民の人材流動化、インターンシップ、高齢者の採用

利用者の視点による標準化
（例） 標準化プロセスへの参加

利用者の視点による標準化
（例） 標準化プロセスへの参加

企
画

実
施

評
価

政策運営の在り方（例）

◆◆「民・産・学・官」における開かれたパートナーシップを創造し、目標、ノウハウ、資源の共有など「民・産・学・官」における開かれたパートナーシップを創造し、目標、ノウハウ、資源の共有など

を通じた質が高く、かつ、柔軟な政策運営が求められる。以下にその例を示す。を通じた質が高く、かつ、柔軟な政策運営が求められる。以下にその例を示す。

「民」 「産」 「官」

政策形成プラットフォーム（＊）の利用、政策のＰＲ・普及・啓発 （例） 情報公開、パブコメ、政策運営上の会合、セミナー

統計整備 （例） 白書、各種統計等

「学」

共同研究 （例） 有識者との共同研究

人材交流 （例） 官庁・自治体・大学間

公共サービスの民間等への開放 （例） ダークファイバの開放、住民やＮＰＯ、民間企業等によるＰＦＩ、民間型の事業管理の導入

共同しての施策実施 （例） 研究開発、標準化、暗号技術評価、ITベンチャー支援

標準化の推進 （例） フォーラムでの標準化、ＴＴＣ、ＡＲＩＢ等、情報通信技術審議会、ＩＴＵ

評価システムの構築 （例） 研究開発評価、競争評価、政策評価

外部・第三者評価の活用

4＊政策形成プラットフォーム： メーリングリスト等を活用し、政策課題ごとに情報共有・意見交換の場を作り、所属や立場の枠を超えたネットワークを活用して、政策形成を図る試みを指す。



【参考】 政策手段の特徴・課題①
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政策手段 施策例 一般的特徴 一般的課題

枠
組
を
決
め
る
も
の

民事・商事法等 ○民法・刑法
○独占禁止法
○個人情報保護法
○プロバイダ法
○著作権法

・法制度化でルールを明確化したり、強制化
することにより、実社会の参加者間に発生
する多様な課題に対処可能

・実施コスト
・強制力と効果のアンバランス
・硬直性、不安定性など不完全な制度運用

価格規制 ○事業法規制 ・自然独占市場の適正化
・希少性利潤の集中排除
・財の配分の平等性向上

・報酬率規制に対応した過剰な資本利用など資源配分の非効率化
・プライスキャップでも、費用低減のインセンティブが十分には
働きかない

量的規制 ○環境有害物質規制 ・負の外部効果を持つ財の過大消費の抑制
・公共財への過大な需要の抑制

・希少性利潤追求への対応が必要
・投資のゆがみによる長期的な影響
・アングラ市場監視コスト負担

情報の公表
(ディスクロー
ジャー･ラベリング)

○情報公開
○推奨技術方式の公表
○問題事業者の公表

・負の外部効果に関する情報提供などで非対
称性を解消

・隠蔽行為の抑止

・消費者の認知に限界

標準化（de 
jure）

○事業法規制等による
事業者への義務づけ
○国内技術標準
○国際技術標準

・標準に関する情報の公開により、財の品質
のばらつきを抑え、情報の非対称性を解消

商品化促進
消費促進

・標準を満たすことが容易な事業者による最低ラインの釣り上げ
など反競争行為

・画一化による技術革新の阻害
・参入障害化

登録・認証・
許可

○事業法規制等による
登録・認証・許可

・「お墨付き」による選抜で情報の非対称性
を解消し、市場を適正に誘導

・違反行為の抑止

・登録・認証・許可を受けた者のカルテル化
・制度の参入障害化
・一旦登録等が行われた内容の硬直化・陳腐化
・消費者の選択の制限

ビジョン ○審議会答申、研究会
報告等

・各種理念等を公開・共有することを通じ、
情報の非対称性を解消

・市場参加者の柔軟な対処が期待可能

・社会認知に限界
・一過性となりがち

ガイドライン ○ガイドライン策定
○行政指導

・実社会における課題に対するモラルや倫理
の領域での原則を明確化

・自己責任の下に導入されるため、行政コス
ト少

・強制力がないため、インパクトは限定的

標準化
（de facto）

○各種フォーラム結
成・支援
○共同研究実施

・標準化を通じて財の品質のばらつきを抑え
情報の非対称性を解消

・市場における競争を通じた決定により効率
向上

商品化促進
消費促進

・“open but owned”標準が長期化することが競争阻害行為へ結
びつく懸念

・サブマリン特許等による不安定性の増大
・画一化等による技術革新の阻害
・参入障害化

強
制
力
が
な
い
も
の

消
費
者
の
選
択
枝
を
決
め
る
も
の

制度・ガイドライン

“Policy Analysis” Weimer, Viningを参考に作成



【参考】 政策手段の特徴・課題②
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政策手段 施策例 一般的特徴 一般的課題

規制緩和・合法化 ○ＩＴ利用を阻害する多様な制度の
是正

・資源配分の非効率の是正
・技術等の環境変化への対応
・社会的な選好の変化への対応

民営化 ○公益法人・特殊法人の民営化 ・官僚的・硬直的な供給の是正
・費用面・投資面での効率化

資源再配分・市場
商品化

○番号・ID・コード・電波等の配分
（配分・抽選等）、トレーダブル化

・資源配分のアンバランスの適正化
・フリーライダー等による過大な需要・消費の是正

・移行措置が必要
・様々な「棚ぼた」(windfall)的な波及効果
への対処

疑
似
市
場
化

オークション ○番号・ＩＤ・コードのオークショ
ン等

・「市場への競争」の導入で
自然独占市場活性化
稀少財配分の効率向上
公共財供給活性化

・希少性利潤の移転

・過小な市場参加者等による競争の機能不全
・入札談合
・入札予定価格の算定困難

事業者への補助 ○助成金
○補助金

・公共財の供給促進
・将来価値が高いなど外部効果の高い財の供給促進
・配分による平等性の向上

・事業意欲の減退

事業者への税制支
援

○税額控除
○特別償却
○準備金

・公共財の供給促進
・外部効果の高い財の供給促進

・公平性を損なうおそれ
・他の部門との間の資源配分の非適正化
・効果が限定的（赤字では役に立たない、
低金利では効果薄）

供
給
抑
制

事業者への課税 ○特定の事業所得や資産に対する
課税

・将来への負担が大きいなど負の外部効果のある
財の供給抑制

・希少性利潤の移転

・適正税率維持のための頻繁な制度変更
・税率設定の困難さ
・収入が自己目的化

低所得消費者等へ
の特定品目消費へ
の補助

○費用補助（必需品に対する） ・外部効果が高い財の過少消費の解消
・平等性の向上

・消費者の選択の制限
・不適正な補助による不平等の懸念

バウチャー ○交換券（必需品に対する） ・外部効果が高い財の過少消費の解消
・平等性の向上
・市場供給と公的支援が両立

・競争市場が本来持つ問題は解消されない
・短期的な価格上昇・供給不安等

消費者への減税 ○所得税減税
○消費税減税

・外部効果が高い財の過少消費の解消
・平等性の向上

・逆に垂直的・水平的公平性を損なうおそれ

消
費
抑
制

特定物品の消費へ
の課税・利用料

○公共財の利用料 ・負の外部効果を持つ財の課題需要の解消
・公共財への過大なアクセスを制限
・情報の非対称性の解消

・消費減による経済損失
・収入が自己目的化
・アングラ市場監視コスト

消
費
支
援

供
給
支
援

インセンティブ
／
ディスインセン
ティブ

・移行期における不安定性への対処
・様々な「棚ぼた」的な波及効果への対処

市
場
の
活
性
化

市場原理の活用

“Policy Analysis” Weimer, Viningを参考に作成



【参考】 政策手段の特徴・課題③

政策手段 施策例 一般的特徴 一般的課題

政府による直接供給 ○リスクの高い技術開発の直
接実施
○電子政府・自治体サービス
など
○統計サービス

・外部効果の高い財の供給を適正化
・自然独占市場における適正な供給の確保
・配分の平等性の向上

・硬直性（需要への柔軟な対応が困難、変化への対応が困難）
・費用低減のインセンティブが十分には働きかない

政府企業からの供給 ○重要な技術開発の独立行政
法人等による実施

○外部効果の高い財の供給を適正化
・自然独占市場における適正な供給の確保
・配分の平等性の向上
・直接供給の弊害を軽減

・資源配分の非効率
・費用低減のインセンティブが十分には働かない

民間への委託 ○重要な技術開発の民間委託
○電子政府・自治体サービス
などの民間委託による提供
○その他アウトソーシング
○調達基準の見直し

・競争を通じた閉鎖市場の開放により
市場の活性化
供給効率化
サービス多様化

・公募などを通じ、市場原理を大きく損な
わない形で外部効果の高い財の供給を適
正化

・適正な事業実施を確保するための監視コスト高
lowballing（落札後の追加コスト提示）
Lock-in（代替的な技術使用への移行に非常に高額
な出費が必要となること）

保険 ○新サービス提供リスクへの
保険

・過小なリスク評価への対処
・リスクの低い者から退出していくという
逆選択の防止（強制加入の場合）

・平等性の向上

・モラルハザード

備蓄 ・調整コストの低減
・市場価格の調整

・新たな利潤追求

移行支援（買い上げ、
祖父条項）

・調整コストの低減（祖父条項：既得権者
に対する一定期間の義務免除）

・不平等

現金支給 ・平等性の向上 ・勤労意欲減退

保険・緩衝

非市場的な供給

“Policy Analysis” Weimer, Viningを参考に作成

7
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【参考】 課題に適用する政策手段の整理（例）
“Policy Analysis” Weimer, Viningを参考に作成

政 策 手 段
課題例

市場化 ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ ﾙｰﾙ･ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ 非市場供給 保険・緩衝

市場の失敗

公共財の供給 ○ ○ ○ ◎ ・政府・公的機関による供給
・政府・公的機関によるアウトソーシング
・オークションによる「市場への競争」導入
・売買可能なアクセス権の設定等による市場化
・量的規制による課題消費抑制
・減税・補助金（あるいは課税）による供給促進（消費抑制）

外部性の是正 ○ ◎ ◎ ○ ・課税・減税による是正
・補助金／バウチャーによる支援
・市場化による量的規制（トレーダブルパミット）・費用の内部化
・枠組法制・規制による是正
・情報公開・レイティング ・直接供給

自然独占市場 ○ ○ ◎ ◎ ・価格規制等による利潤追求の制限
・オークションによる市場活性化・資源配分の効率化・利潤移転
・部門内を細分化しての市場化
・直接供給・公営企業供給

情報の非対称性の是正 ○ ◎ ○ ○ ・枠組法制・規制による情報供給のルール化、選択肢の明確化
・情報公開・レイティング ・標準化
・登録・認証・許可によるお墨付き

その他の市場原理の限界

過小な市場参加者 ◎ ・枠組法制、規制による競争ルール整備

環境（選好）変化への対応 ○ ○ ◎ ・規制緩和・合法化による変化への対処
・不適切な選好への規制
・アウトソーシング化による多様性・柔軟性の向上

不確実性の低減 ◎ ○ ・認定制度等の導入による品質平準化
・標準化の推進による不確実性の低減
・情報提供・レイティングによる不確実性の低減
・保険・緩衝によるリスク低減

移行に伴う問題への対処 ○ ◎ ・保険加入支援や強制加入による移行リスク低減

調整コストの低減 ◎ ・備蓄、買い上げ、祖父条項 ・一時金支給

配分の問題

機会の機会平等の確保 ○ ◎ ○ ・制度による機会平等の原則化
・制度やインセンティブによるユニバーサル供給の確保
・減税や補助による機会平等の増進
・価格規制によるサービス利用可能性の増大

結果平等の確保 ○ ○ ○ ◎ ・直接供給 ・価格規制 ・保健等によるリスク低減
・税制による利潤の吸い上げと補助・バウチャーによる直接支援

政府の失敗

政府の行動の適正化 ◎ ○ ○ ・規制緩和 ・合理化 ・民営化
・アウトソーシング

施 策 例


